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１．はじめに 

産業連関表が全ての都道府県で公表されている現在、他の統計による交易データ等を併

用することで、Non-survey 法による 47 都道府県間産業連関表の作成が可能になっている。

関連する先行研究はいくつかある。宮城・石川・由利・土谷（2003）は 1995 年の 47 都道

府県間 45部門表を、人見・Bunditsakulchai（2008）は 2000年の 48部門表を、萩原（2011）

は 1990年から 2005年までの 4期間の 59部門表を作成している。 

都道府県間表を作成する際の共通課題は、3つある。一つ目は、利用可能な交易データ等

が限られる中で、どのように詳細な産業分類で都道府県間表を作成するかである。都道府

県の産業連関表の共通部門は約 80部門であるが、他のデータの制約があるため、作成され

ている都道府県間表は 60部門以下である。 

二つ目は、都道府県間表と都道府県の産業連関表との整合性である。交易データ等を用

い、都道府県の産業連関表を地域間表の形式に展開しても、各部門の投入産出バランスが

取れない。そのため、何等かプロセスで投入産出バランスを調整する必要があり、結果と

して、推計された都道府県間表の数値が元の都道府県表の数値から大きく乖離することが

ある。 

三つ目は、都道府県間表と経済産業省の地域間産業連関表との整合性である。地域間産

業連関表では地域間交易の推計精度が高く、都道府県間表においてもこの交易構造を反映

することが望ましい。しかし、都道府県の産業連関表は、もともと地域間産業連関表に整

合するように作成されていないため、都道府県間表は地域間産業連関表に整合しない。ま

た、もう一つの原因として、交易データが産業連関表の数値と整合しないことである。 
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本研究では、これら 3 つの課題を解決し、多くのデータ状況に対応できるような、詳細

な産業分類かつ既存の産業連関表に整合する都道府県間表の作成方法を検討する。ここで

は、各都道府県の 2005 年の産業連関表をそれぞれ 82部門表（最大の共通部門）に統合し、

それらをベースに 47都道府県間 82部門表を推計する。都道府県間交易の推計には、全国 9

地域の 2005年の地域産業連関表5)（59部門）、及び、宮城ほか（2003）と同様な方法で作成

した都道府県間の交易データ（45 部門）を利用する。なお、本研究で検討する手法では、

産業連関表の部門数、交易データの部門数が変化しても、同じ処理で都道府県間表を推計

できるようにする。 

２．都道府県間表の概要と特徴 

 本研究の 47都道府県間表は、次のような 3つの特徴を持つ。 

第一に、詳細な産業分類である。47 都道府県の産業連関表及び 9 地域の地域産業連関表

より把握できる移出入の情報を活用し、一次統計を補足することで、産業連関表に整合す

る詳細部門の交易データを推計する。 

第二に、都道府県の産業連関表に対して高い整合性である。通常の方法で推計された都

道府県間表では、地域内表の形式に統合しても元の都道府県表が再現されることは少ない。

つまり、投入係数や自給率などが変化されている。本研究では、交易データの段階から全

体の移出入の整合性を図ることで、この問題の解決を試みている。 

第三に、地域産業連関表に対して高い整合性である。交易データの推計に地域産業連関

表を活用しているため、都道府県間表の交易構造も地域間産業連関表に近くなる。完全一

致にならないのは、都道府県の産業連関表の数値を優先しているためである。 

３．都道府県間表の作成方針 

 都道府県間表の作成の流れは、以下のとおりである（付図を参照）。 

 

① 各都道府県の産業連関表を共通の 82部門表に統合する。 

② 地域間産業連関表による計数を使用し、輸移出入が分割されていない地域の輸移

出入を分割する。 

③ 都道府県合計の移出額と移入額が一致するように、各都道府県の産業連関表の輸

移出入を調整する。もとからある数値を変化させないため、可能な限り、輸移出

入を分割した地域のみを対象に調整する。 

④ 都道府県の産業連関表（82部門）と地域産業連関表（59部門）をベースに、地域

間産業連関表と同様な交易構造を持つ 82 部門の交易データを推計する。この段階

                                                   
5) 地域間産業連関表と同じ交易構造を、地域産業連関表から把握できる。地域産業連関表の方が産業分類が細かい。 
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では、産業部門ごとの交易データに KEO-RAS 法を適用し、初期値と推計値の差を

最小化しつつ、地域ごとの輸移出入が都道府県表における合計値に一致するよう

調整する。 

⑤ 都道府県間の交易データ（47 都道府県 45 部門）と④の交易データ（9 地域 82 部

門）をベースに、地域間産業連関表の交易構造及び都道府県間の交易データを両

方反映した交易係数（47都道府県 82部門）を推計する。 

⑥ cRAS 法（拡張 RAS 法）を使用し、9 地域ブロック内・間の取引額合計（④のデー

タによる制約条件）を変えないまま、移出入額を都道府県表に一致させる。これ

により、都道府県表の移出入額に整合し、かつ、地域産業連関表の交易構造及び

都道府県の交易データを反映した 47都道府県 82部門の交易データが求められる。 

⑦ ⑧の交易データは、③の都道府県の産業連関表（移出入を分割、合計値を全国で

均等化した後）と完全に整合する。従って、⑧の構成比を③に適用すれば、都道

府県間表が完成する。全体的な投入産出バランスの調整は不要である。 

 

都道府県表、地域産業連関表、交易データにある程度の整合性があれば、上記の方法を

用いることで、ほとんどの状況で都道府県間表を作成できる。また、推計された都道府県

間表は、地域内表に統合すると元の都道府県表が完全に再現され、9地域間表に統合すると

元の地域間表と同じ交易構造が再現される。 

もっとも、実際のデータでは整合性に欠ける産業部門が少なくないため、詳細な処理ル

ールを適用する必要がある。その分だけ、元の産業連関表の再現性が低下する。これに関

する推計結果は、発表当日に報告する。 

 

付 図：都道府県間表の作成フロー 

 

【STEP１】①～③ 

 

 

 

A県 B県 C県

産業１
産業２

１ ２

都道府県の地域内産業連関表の共通部門統合・移出入分割（47地域82部門）

産業１
産業２

１ ２

産業１
産業２

１ ２

A県 B県 C県

産業１
産業２

１ ２

都道府県の地域内産業連関表における移出入総額の均等化（47地域82部門）
（各部門の移出総額（都道府県計）が移入総額と一致するように、差額を割り当てて調整する）

産業１
産業２

１ ２

産業１
産業２

１ ２

A県 B+C

産業１
産業２

１ ２

産業１
産業２

１ ２

地域間産業連関表（9地域52部門）

輸出率、輸入率、移出/輸出比率、移入/輸入比率などの計数

【STEP2】へ続く
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【STEP2】④～⑤ 

 

 

【STEP3】⑥～⑦ 

 

A県
B+C

A B+C

産業１ 産業２

地域産業連関表による地域間交易データ（9地域52部門）
（９地域間表でも良いが、地域表の方が産業分類が細かい）

A県
B+C

A B+C

A県 B県 C県

産業１
産業２

１ ２

産業１
産業２

１ ２

産業１
産業２

１ ２

A県
B+C

A B+C

A県
B+C

A B+C

A県
B+C

A B+C

A県
B+C

A B+C

産業１ 産業２

産業１ 産業２

各県の移出額計
及び移入額計

取引総額、
各県の県内取引額

A県
B県
C県

A B C

産業１ 産業２

A県
B県
C県

A B C

都道府県間交易データ（47地域45部門）
（物流センサス、国勢調査などを利用する）

A県
B県
C県

A B C

産業１ 産業２

A県
B県
C県

A B C

0

0

0

0

0

0

都道府県の地域内産業連関表（47地域82部門）

県表ベースの地域間交易データの初期値（9地域82部門）
・取引総額が県表と合うようスケーリングを行う
・県表による計数を用いて産業部門を分割する
・対角要素から県内取引額を控除する

県表ベースの地域間交易データの推計値（9地域82部門）
KEO-RAS法より、初期値と推計値の差を最小化しつつ
地域別の移出額計と移入額計を県表に一致させる

県表ベースの都道府県間交易データの初期値（47地域82部門）
・県内取引の分である対角要素をゼロにする
・移出入総額が県表と合うようスケーリングを行う
・都道府県間交易で９地域間交易の地域を分割する

移出入
総額

【STEP3】へ続く

交易構造

A県
B+C

A B+C

A県
B+C

A B+C

産業１ 産業２

A県
B県
C県

A B C

産業１ 産業２

A県
B県
C県

A B C

0

0

0

0

0

0

産業１ 産業２

産業１
産業２

産業１
産業２

産業１
産業２

A県

B県

C県

A B C
１ ２ １ ２ １ ２

A B C

E

E

E

V V V

A県
B県
C県

A B C

産業１ 産業２

A県
B県
C県

A B C

都道府県間交易係数
（対角要素に県内取引額を計上した上で、構成比を求める）

この段階では、移出入額が全て
の都道府県で整合しているため、
移出ベース（横比）の交易係数
を用いても、移入ベース（縦比）
の場合と同じ県間表が得られる

県表ベースの９地域間交易データの推計値県表ベースの都道府県間交易データの初期値

A県
B県
C県

A B C

S1 S2 S3

R1
R2
R3

C11 C12
C21 C22

＆
A県
B県
C県

A B C

S1 S2 S3

R1
R2
R3

C11 C12
C21 C22

＆

県表ベースの都道府県間交易データの推計値
（cRAS法より、ブロック内・間の取引額計を変えないまま、移出額計と移入額計を県表に一致させる）

都道府県の地域内産業連関表

産業１
産業２

１ ２

産業１
産業２

１ ２

産業１
産業２

１ ２

A県

B県

C県

ブロック内・間の取引額計

移出額計、移入額計

完成 都道府県間産業連関表
（交易係数を県表の数値に適用する）

県内取引額 内生部門、
域内最終需要部門
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